
【Ⅰ．国の支援計画】
事業実施体制（国の補助を受けて各都道府県等が設置するため、国の支援計画では計上していない）

１．事業の実施体制 単位 17年度 16年度 増△減 伸び率

（1）都道府県等中小企業支援センターの実施体制

　・プロジェクトマネージャー等 （人日／年） - - - -

（2）地域中小企業支援センターの実施体制

　・コーディネーター （人日／年） - - - -

（3）中小企業関係団体の実施体制

　①商工会・商工会議所（経営改善普及事業）　 （人） - - - -

　②都道府県中小企業団体中央会 （人） - - - -

事業実施に係る予算額

２．事業の概要（国が都道府県向けに確保した予算額）

(1）中小企業の経営資源確保のための総合的支援 （千円） 13,981,754 14,472,134 △ 490,380 -3.4%

　①都道府県等中小企業支援センター事業 （千円） 2,951,656 2,982,297 △ 30,641 -1.0%

　②地域中小企業支援センター事業 （千円） 626,918 1,086,657 △ 459,739 -42.3%

　③経営改善普及事業 （千円） 10,403,180 10,403,180 0 0.0%

(2)「市場に挑戦する中小企業の支援」を通じた経済活性化・地域再生 （千円） 2,239,072 1,874,996 364,076 19.4%

　①経営革新支援事業（県補助） （千円） 1,746,299 1,135,854 610,445 53.7%

　②地域産業集積中小企業等活性化補助事業 （千円） 492,773 739,142 △ 246,369 -33.3%

（3）中小企業の人材育成・活用支援 （千円） 167,777 80,028 87,749 109.6%

　①経営資源強化事業 （千円） 150,149 62,040 88,109 142.0%

　②労働力確保事業 （千円） 17,628 17,988 △ 360 -2.0%

（4）商店街・中心市街地活性化事業 （千円） 4,125,888 5,183,712 △ 1,057,824 -20.4%

　①中心市街地等中小商業活性化施設整備事業 （千円） 3,300,000 4,200,000 △ 900,000 -21.4%

　②ＴＭＯ活性化等支援事業 （千円） 678,900 833,884 △ 154,984 -18.6%

　③商店街振興組合指導事業 （千円） 146,988 149,828 △ 2,840 -1.9%

（5）その他 （千円） 998,389 1,053,389 △ 55,000 -5.2%

　①中小企業連携組織対策事業 （千円） 678,389 678,389 0 0.0%

　②小規模企業者等設備貸与事業円滑化事業 （千円） 320,000 375,000 △ 55,000 -14.7%

３．国の事業（国が自ら実施する事業）

（１）実施体制

　①都道府県等中小企業支援センターの実施体制

　　・新連携支援地域戦略会議 （箇所） 9 （新規） - -

　　・シニアアドバイザー （箇所） 120 （新規） - -

　　・中小企業再生支援協議会 （箇所） 47 47 0 0.0%

（２）事業の概要

 （1）「市場に挑戦する中小企業の支援」を通じた経済活性化・地域再生 （千円） 9,421,414 2,605,263 6,816,151 261.6%

　①新連携対策事業 （千円） 4,099,983 （新規） - -

　②新連携支援地域戦略会議事業 （千円） 500,004 （新規） - -

　③地域中小企業支援機関機能強化事業（シニアアドバイザー事業） （千円） 1,200,024 （新規） - -

　④経営革新支援事業（国補助） （千円） 39,403 40,263 △ 860 -2.1%

　⑤中小企業新事業展開支援普及促進事業 （千円） 225,000 （新規） - -

　⑥中小企業・ベンチャー挑戦支援事業（国補助） （千円） 3,297,000 2,565,000 732,000 28.5%

　⑦中小企業技術革新成果事業化促進事業 （千円） 60,000 （新規） - -

 （2）中小企業の人材育成・活用支援 （千円） 2,263,442 1,923,440 340,002 17.7%

　①企業等ＯＢ人材活用推進事業 （千円） 509,757 443,285 66,472 15.0%

　②創業人材育成事業 （千円） 1,639,926 1,297,662 342,264 26.4%

　③全国統一演習研修事業 （千円） 113,759 182,493 △ 68,734 -37.7%

 （3）中小企業の再生支援 （千円） 2,973,930 2,666,775 307,155 11.5%

　 ・中小企業再生支援協議会事業 （千円） 2,973,930 2,666,775 307,155 11.5%

 （4）商店街・中心市街地活性化事業 （千円） 4,240,835 140,385 4,100,450 2920.9%

　①戦略的中心市街地商業等活性化支援事業 （千円） 4,103,000 （新規） - -

　②全国商店街振興組合連合会事業 （千円） 30,465 30,815 △ 350 -1.1%

　③商人塾事業 （千円） 107,370 109,570 △ 2,200 -2.0%

 （5）その他 （千円） 1,698,586 1,943,869 △ 245,283 -12.6%

　①商工会等指導事業 （千円） 550,477 550,239 238 0.04%

　②中小企業連携組織対策推進事業 （千円） 905,209 1,124,713 △ 219,504 -19.5%

　③下請中小企業振興事業 （千円） 242,900 268,917 △ 26,017 -9.7%
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【Ⅱ．各都道府県等の支援計画全体】
事業実施体制

１．事業の実施体制 単位 17年度 16年度 増△減 伸び率

（1）都道府県等中小企業支援センターの実施体制

　・プロジェクトマネージャー等 （人日／年） 36,328 36,108 220 0.6%

　　プロジェクトマネージャー （人日／年） 10,732 10,454 278 2.7%

　　サブマネージャー （人日／年） 25,596 25,654 △ 58 -0.2%

（2）地域中小企業支援センターの実施体制

　・コーディネーター （人日／年） 50,683 63,458 △ 12,775 -20.1%

（3）中小企業関係団体の実施体制

　①商工会・商工会議所（経営改善普及事業）　 （人） 19,080 19,522 △ 442 -2.3%

　　事務局長 （人） 2,218 2,330 △ 112 -4.8%

　　経営指導員 （人） 8,883 8,987 △ 104 -1.2%

　　補助員 （人） 4,507 4,583 △ 76 -1.7%

　　記帳専任職員 （人） 3,444 3,590 △ 146 -4.1%

　　経営指導員研修生 （人） 28 32 △ 4 -12.5%

　②都道府県中小企業団体中央会

　　指導員 （人） 936 944 △ 8 -0.8%

事業実施に係る予算額

２．事業の概要（国の補助を受けて各都道府県等が実施する事業）

(1）中小企業の経営資源確保のための総合的支援 （千円） 94,938,581 98,705,228 △ 3,766,647 -3.8%

　①都道府県等中小企業支援センター事業 （千円） 6,139,944 6,652,942 △ 512,998 -7.7%

　②地域中小企業支援センター事業 （千円） 609,135 776,494 △ 167,359 -21.6%

　③経営改善普及事業 （千円） 88,189,502 91,275,792 △ 3,086,290 -3.4%

(2)「市場に挑戦する中小企業の支援」を通じた経済活性化・地域再生 （千円） 2,060,363 2,465,882 △ 405,519 -16.4%

　①経営革新支援事業（県補助） （千円） 1,648,847 1,777,947 △ 129,100 -7.3%

　②地域産業集積中小企業等活性化補助事業 （千円） 411,516 687,935 △ 276,419 -40.2%

（3）中小企業の人材育成・活用支援 （千円） 207,570 223,714 △ 16,144 -7.2%

　①経営資源強化事業 （千円） 197,415 210,988 △ 13,573 -6.4%

　②労働力確保事業 （千円） 10,155 12,726 △ 2,571 -20.2%

（4）商店街・中心市街地活性化事業 （千円） 2,875,500 3,006,136 △ 130,636 -4.3%

　①中心市街地等中小商業活性化施設整備事業 （千円） 2,197,211 2,229,982 △ 32,771 -1.5%

　②ＴＭＯ活性化等支援事業 （千円） 537,598 626,741 △ 89,143 -14.2%

　③商店街振興組合指導事業 （千円） 140,691 149,413 △ 8,722 -5.8%

（5）その他 （千円） 5,986,768 6,250,385 △ 263,617 -4.2%

　①中小企業連携組織対策事業 （千円） 5,646,028 5,953,611 △ 307,583 -5.2%

　②小規模企業者等設備貸与事業円滑化事業 （千円） 340,740 296,774 43,966 14.8%

３．独自の事業の概要（各都道府県等が独自に実施する事業）

（1）実施体制

　 ・各都道府県等の中小企業支援計画を参照 - - - - -

（2）事業の概要

　①中小企業の経営資源確保のための総合的支援 （千円） 16,106,815 15,432,322 674,493 4.4%

　②「市場に挑戦する中小企業の支援」を通じた経済活性化・地域再生 （千円） 5,030,444 5,431,484 △ 401,040 -7.4%

　③中小企業の人材育成・活用支援 （千円） 2,015,309 1,781,305 234,004 13.1%

　④中小企業の再生支援 （千円） 2,529,542 2,299,349 230,193 10.0%

　⑤商店街・中心市街地活性化事業 （千円） 5,490,779 3,894,352 1,596,427 41.0%

　⑥その他 （千円） 13,292,820 12,020,392 1,272,428 10.6%

【国及び各都道府県等の中小企業支援計画に記載された事業に係る予算額の合計】
単位 17年度 16年度 増△減 伸び率

（千円） 192,645,578 183,454,540 9,191,038 5.0%

※本表において「中小企業」とは、中小企業支援法第２条に規定された者を言う。
※本表は独立行政法人中小企業基盤整備機構への運営費交付金は含んでいない。
※本表において各都道府県等とは、４７都道府県及び政令により定める市を指す。
※本表に計上した各都道府県等の予算額はそれぞれ国からの補助金額を除いた額であり、また各都道府県等の予算規模を
   明瞭に比較する観点から金融政策等に係る予算額は計上していないため、各都道府県等の個別の支援計画とは一部金額が合わないことがある。
※本表は平成１７年度に実施する中小企業支援事業についてまとめたものであり、平成１６年度限りで廃止となった事業については掲載されていない。
　 従って、平成１６年度の予算額の合計には、平成１６年度限りで廃止となった事業分の予算額は計上されていない。
※Ⅱ．３．（１）については各都道府県等の中小企業支援計画を参照。
※本表における各都道府県等の予算額は、各都道府県等の判断で中小企業支援事業として位置づけ、届け出のあったものである。従って、中小企業
　 支援事業の範囲は全都道府県等で必ずしも同一になっていない場合がある。
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